
 1 

厚生労働大臣認可 労働保険事務組合 第２６６号 

組合報 あゆみ 
編集・発行／京都建設業事務組合・辰野行政書士事務所 

〒６０２－８０４８ 京都市上京区下立売通油小路東入西大路町１３９－３ ３Ｆ 

Tel（０７５）４１１－４８４８・８８８０ Fax（０７５）４１１－４８００      令和 ４年 １１月 
 
 

建設業施行令の所要改正 
 

 少子高齢化に伴う全産業的な労働力人口の減少が進む中、建設業においても、限りある人材の有効活用を図

りつつ将来にわたる中長期的な担い手の確保及び育成を図ることが急務となっています。 

 本年 5 月にとりまとめた「技術制度の見直し方針」及び「規制改革実施計画」を受けて、今般、建設業法施行令

について所要の改正が行われます。 

 近年の工事費の上昇を踏まえ監理技術者等の専任を要する請負代金額等の見直しや、技術者検定制度の見

直しを行う「建設業法施行令の一部を改正する政令」が 11月に閣議決定されました。 

  

金額要件の見直し ※（ ）内は建築一式工事の場合 ・・・ 令和 5年1月1日より施行 

 〇 特定建設業の許可・監理技術者の配置・施工体制台帳の作成を要する下請代金額の下限 〇 

   《現行》 4,000万円 （6,000万円） →→→ 《改正後》 4,500万円 （7,000万円） 

 〇 主任技術者及び監理技術者の専任を要する請負代金額の下限 〇 

   《現行》 3,500万円 （7,000万円） →→→ 《改正後》 4,000万円 （8,000万円） 

 〇 特定専門工事（鉄筋工事・型枠工事）の下請代金額の上限 〇 

   《現行》 3,500万円 →→→ 《改正後》 4,000万円 

 

技術検定関係  ・・・ 令和6年 4月1日より施行 

 技術検定の受検資格は国土交通省令で定めることとし、今後、省令改正により現行の受検資格を見直す。 

受検資格の見直しに伴い、大学・高等専門学校・高等学校又は中等教育学校において国土交通大臣が定め

る学科を修めて卒業した者等については、第一次検定の一部を免除することが出来ることとします。 
    

決算による変更届は義務 
 

 ≪建設業法第 11条第2項≫により、建設業許可を受けた建設業者は、毎年決算終了後 4ヶ月以内に【事

業年度終了変更届】を提出しなければなりません。現在、過去 5年間【事業年度終了変更届】未提出業

者の建設業許可更新の受付は受理されません。 

弊所へ建設業許可申請・経営規模等評価申請（経審）をご委託頂いている業者様へは適時ご案内をお送りし

ており、決算報告書や工事経歴書などを頂戴した後、弊所より提出をさせていただいております。 

工事経歴書については弊所ホームページにてエクセル入力が出来る様式も掲載しておりますので、是非ご

活用ください。（経審の受審の有無により様式が少し異なりますので該当の様式をご利用ください。） 
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電子申請受付開始時期 
 

 令和 5年1月以降、建設業許可及び経営事項審査等の電子申請受付が順次開始されます。 

大臣許可及び多くの都道府県については令和 5年1月より受付開始予定ですが、東京都は令和 5年度中での

受付開始を予定しており、京都府・兵庫県・大阪府・福岡県は受付開始時期が未定です。従前どおり、紙媒体に

よる申請は可能です。 

 電子化の対象となる手続は、 

 【建設業許可関係】・・許可申請/変更等の届出/廃業等の届出/決算報告/許可通知書等の電子送付 

 【経営事項審査関係】・・経営事項審査申請/再審査申請/結果通知書等の電子送付 

また、バックヤード連携や添付の自動化により以下の添付書類については取得・提出が簡素化されます。 

 ・法務省（登記事項証明書）/・技術検定合格証明書/・納税情報（法人税/所得税）/（消費税及地方消費税） 

令和5年度中には、監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証、建設業経理士登録証等のバックヤード連

携が予定されております。 

電子申請を行うには、「Gビズ ID」の ID取得が必要となります。事前にGビズ IDプライムアカウントを取得、ま

たは取得後に「ＧビズＩＤプライム」アカウントから作成したＧビズＩＤメンバーアカウントをご用意ください。 

弊所へご依頼いただく等、代理申請の場合においても、申請者・代理人ともにＩＤが必要となります。弊所でもＧ

ビズＩＤの取得をしておりますのでお気軽にお声がけください。 
   

一般事業主行動計画 
 

 一般事業主行動計画とは、次世代育成支援対策推進法に基づき、企業が従業員の仕事と子育ての両立を図

るための雇用環境の整備や、子育てをしていない従業員も含めた多様な労働条件の整備などに取り組むに当

たって、（1）計画期間 （2）目標 （3）目標達成のための対策及びその実施時期 を定めるものです。従業員 101

人以上の企業には、行動計画の策定・届出、公表・周知が義務付けられています。 

 来年より経営事項審査申請（経審）でも加点対象となる【えるぼし認定（女性活躍推進企業認定）】や【くるみん認

定（次世代法に基づく認定】を取得する際にもまずは行動計画を策定するところから始まります。 

 行動計画策定の流れ▹▹▹ 

1.自社の現状や従業員のニーズを把握 

◇妊娠/出産を機に退職する従業員がどれくらいいるか 

◇子育て中の従業員がどれくらいいるか           など 

また従業員のニーズを把握するにあたっては、 

◇ワーク・ライフ・バランス支援制度の認知度、利用意向 

◇仕事と子育ての両立で苦労している点 

◇労働時間の短縮や年次有給休暇の取得への希望    などを調べてみましょう 

2.「1」を踏まえて行動計画を策定 

  ある程度課題が見えてきたら、各課題に優先順位をつけます。そのうえで、雇用環境の改善には一定の 

  期間を要するため、計画期間も定め、目標を決めます。 

3.行動計画を公表、従業員への周知（策定後、3か月以内） 

4.都道府県労働局へ届出   
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雇用保険料率 
 

 以前の組合報でもお伝えしておりますが、雇用保険料率が今年は

段階的に改訂されております。「雇用保険法等の一部を改正する法律

案」が令和 4年3月に国会で成立したことに伴い、4月および 10月

に改訂が行われており、4月からは事業主負担率のみでしたが、10

月からは事業主負担率に加え、被保険者負担も引き上げになってお

ります。料率が変更されるのは、「10月1日以降に締日を迎える最初

の給与支払分」からとなっているため、各社における支払給与締日に

より料率が変更となる月が異なります。     
加入義務！！「労働保険」 

 

厚生労働省では、例年 11月を「労働保険適用促進強化期間」と定め、集中的な広報活動など労働保険の加

入促進に努めています。「労働保険」とは、業務又は通勤に起因して負傷、疾病を被った労働者に対して保証を

行う労働者災害補償保険（労災保険）と、労働者が失業した場合等に生活の安定を図る雇用保険により構成され

る制度で労働者の福祉の向上を目的としています。労働保険は政府が管理・運営する“強制保険”です。原則

として労働者（パート・アルバイト含む）を一人でも雇っていれば労働保険の適用事業所となり、事業主は成立届

（加入手続）を行い、労働保険料を納付しなければなりません。また、同月は「労働保険未手続事業一掃強化期

間」とし、年間を通じた主要課題として位置付けたうえで全国において集中的な活動を展開。また、労働保険制

度の一層の理解、周知を目的とした広報活動を行うとともに、未手続事業が多いと思われる業種別の一掃対策を

強化しています。 
  

弊所よりご案内 
   

 平素は格別なるご高配を賜り厚く御礼申し上げます 

弊所では長年、多くの建設業者様と官公庁をつなぐ架け橋として様々なお手伝いをさせていただいております 

【京都建設業事務組合】 

 〇労災保険・雇用保険などの労働保険に関する手続き（中小事業主・一人親方・特別加入含む） 

 〇労働者派遣事業許可 〇資金繰りなど融資対策に関するサポート 〇税務対策についてのサポート 

労働保険に加入されていない方、特別加入をしなければ労災給付が受けられない方、個人加入後の面倒な手

続きでお困りの方・・・是非ご連絡ください。事務組合へ委託していただけますと、特別加入制度や保険料の分

納などメリットもございます。お声がけいただけましたらご説明に伺わせていただきます。 

【辰野行政書士事務所】 

 〇建設業許可申請 〇経営規模等評価審査申請 〇入札参加資格審査申請 〇産業廃棄物許可申請 

 〇各種法人設立手続き 〇宅建取引業者申請 〇建築士事務所申請 

上記申請だけでなく、近年需要が拡大している簡易宿所や民泊など、建設業にかかる申請以外にも以下のよう

な申請実績もございますので、興味や疑問点などがございましたらお気軽にお声がけください。 

〇簡易宿所申請 〇民泊申請 〇帰化申請 〇一般貨物自動車運送業申請 
 

厚生労働省HPより 
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建設業許可の標識 
 

 建設業法上、建設業許可を取得した業者は、その事業所及び建設工事の現場（元請現場）において、公衆の

見やすい場所に標識を必ず提示しなければなりません。そして、建設業許可の更新をするたびに許可年月日

の変更が必要です。 

 

 ア）事業所に掲げる標識（すべての建設業許可業者） 

事業所に掲げる標識は、縦 35ｃｍ×横40ｃｍ以上というサイズ規定があります。 

素材などについての指定はありませんが公衆の見やすい場所に提示する必要があります。 

【記載事項】 

① 会社名 

② 代表者氏名 

③ 一般建設業許可・特定建設業許可の別 

④ 建設業許可を受けている業種 

⑤ 建設業許可番号 

⑥ 建設業許可年月日 

⑦ この事業所で営業している建設業（業種） 

 

 イ）建設工事の現場に掲げる標識（発注者から直接工事を請け負った建設業許可業者） 

建設現場に掲げる標識は、縦 25ｃｍ×横35ｃｍ以上というサイズ規定があります。 

素材などについての指定はありませんが公衆の見やすい場所に提示する必要があります。 

【記載事項】 

① 会社名 

② 代表者氏名 

③ 主任・監理技術者氏名 

④ 主任・監理技術者の専任の有無 

⑤ 主任・監理技術者の資格名 

⑥ 主任・監理技術者の資格者証交付番号 

⑦ 一般建設業許可・特定建設業許可の別 

⑧ 建設業許可を受けている業種 

⑨ 建設業許可番号 

⑩ 建設業許可年月日 

 

LINE始めました。 
 

 建設業許可申請や産業廃棄物収集運搬業更新申請などで弊所より写真の提出をお願いする際、これま

で電子メールや印刷をしていただき頂戴をしておりましたが、この度弊所の LINEアカウントを作成致しまし

た。 QRコードは貴社へ送付しております組合報に載せておりますので画像の送信等に是非ご活用くださ

い。 


